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概要
香川大学における共同研究契約業務では，書類提出先の誤りや記載内容の不備によって関係者間でやり取りが発
生し，業務工数が増大していることが報告された．本研究では，業務フローの現状分析から業務工数増大の原因を
分析し，それらを解決すべく共同研究申請システムを開発した．本稿ではその実践について報告する．

1 はじめに
香川大学は，情報化や DX を推進すべく 2021 年 5

月に情報メディアセンターに「DX 推進部門」（現在
の DX推進研究センター）を設置するとともに，その
中に DX ラボを組織した [1]．DX ラボは，香川大学
でおこなわれている業務で抱えている課題をユーザの
視点で分析し，DXの推進に資するシステムの内製開
発をおこなっている．内製開発では高度なプログラミ
ング知識がなくてもシステムやソフトウェアが開発で
きるローコード・ノーコードプラットフォームである
Microsoft Power Platform[2] が利用されており、開
発した業務システムは 2024年 3月現在で 90を超え、
多くの業務システムが香川大学で実際に運用されてい
る [3]。
早稲田大学アカデミックソリューション（以下，

WAS）は，早稲田大学のシステム開発や改修を担って
いる．WAS において実践されているソフトウェア開
発モデルは，ほぼ全てがウォーターフォール型開発で
ある．WAS は，素早いサイクルで利用者へ価値を届
ける手法やノウハウを体験・吸収し，システム開発・

改修に活かすことを目標として，香川大学の業務シス
テム内製開発プロジェクトに参加している．
DX ラボとWAS は香川大学の業務システム内製開
発に共同で取り組むことを通じて，香川大学のみなら
ず，他大学にも共通する業務課題の解決を目指してい
る．本研究では，大学等の機関や企業に共通する業務
である共同研究契約業務に着目した．業務フローの現
状分析によって業務課題を明らかにするとともに，業
務課題を解決する業務システムの内製開発に取り組
んだ．業務フローをシステム化することで申請状況の
データが収集でき，申請状況を関係者（教員，部局，企
業，地域連携推進課）の間で共有することで問い合わ
せ件数の削減などデータを活用した業務の効率化や業
務課題の解決も期待される．
本研究では，業務分析を通じて香川大学における共
同研究契約業務の課題が「申請時」と「申請の確認時」
にあることを確かめた．そこで，「申請書提出」から
「申請書確認」までのフローが工数増大の原因の一つ
と仮定し，共同研究申請システムを内製開発した．本
論文では，内製開発した共同研究申請システムについ
て述べる．



図 1 共同研究契約業務の BPMN図

2 共同研究申請システム
香川大学は香川大学共同研究取扱規程 [4] に沿って
共同研究契約業務を遂行している．図 1に香川大学に
おける共同研究契約業務の業務フローを示す．まず，
共同研究を実施する企業と教員との間で共同研究申請
書が作成される．企業は作成した共同研究申請書を教
員が所属する部局に提出する．次に，部局の担当者は
書類の内容確認をおこない，不備があった場合は，企
業に申請書の修正を求める．不備がなければ部局内で
審査がおこなわれ，部局で共同研究を受け入れるかど
うかを判断する．共同研究の受け入れが決定した場合
は，部局から企業および契約書作成業務を担う地域連
携推進課に通知がなされる．その後，企業と地域連携
推進課との間で契約締結の一連の手続きがおこなわ
れる．
本業務フローに基づき，地域連携推進課の担当者 1

名とともに業務課題を検討した．議論の結果，(1) 申
請書が本来提出されるべき部局とは異なる部局に提出
され，企業から送られてきた申請書の内容に不備がな
いかを確認し，正しい部局へ転送する業務が発生して
いること，(2) 書類に記入漏れや誤記がある場合，企
業への差し戻しや教員への確認が必要となり，業務工
数が増大していることなどの課題が明らかになった．
これらが申請時と申請の確認時に発生しているため，
「申請書提出」から「申請書確認」までのフローが工数
増大の原因の一つと仮定し，共同研究申請システムを
内製開発した．最小限の機能要件として申請書の提出
先の誤りや，申請書の記入漏れ・誤記を防止すること
を定めた．
共同研究申請システムは，ローコード・ノーコードプ
ラットフォームである Microsoft Power Platform[2]

を用いて開発された．共同研究申請システムは，Mi-

crosoft Power Automateを用いて，Microsoft Forms，
Microsoft SharePoint，Microsoft Outlook，Microsoft

Teamsを連携させることで開発された．
図 2に申請画面を示す．企業が本画面において申請
をおこなうと，申請内容に応じて部局に自動的に通知
や審査依頼がおこなわれる．記入漏れを防ぐため，必
要事項が入力されないと送信できないように設定され
ている．また，誤記を防ぐため，入力された経費情報
の負担額と内訳合計の一致を判定し，一致した場合の
み申請を受け付けるように設定されている．図 3に審
査結果入力画面を示す．部局の担当者は，企業からの
申請内容を確認し，記入漏れや誤記などの不備がある
場合は，その内容をコメント欄に入力し，企業に通知
することができる．企業に通知されたメッセージは，
本システムのデータベース（SharePoint）に蓄積され
る仕組みになっている．このように，部局が企業に対
して指摘した申請内容の不備をデータとして記録する

図 2 共同研究申請システムの申請画面



図 3 審査結果入力画面

ことにより，データに基づいて共同研究申請手続き上
の問題を明らかにすることができる．以上の対策によ
り，申請内容の確認業務と企業や教員とのやり取りに
かかっていた業務工数の削減が期待される．

3 おわりに
本論文では，香川大学における共同研究申請システ
ムの内製開発について述べた．本システムは，業務フ
ローの現状分析によって明らかになった業務課題を解
決すべく開発された．最小限の機能要件として，申請
書の提出先の誤りや記入漏れ・誤記を防止する機能を
定め，共同研究契約業務の効率化を図る共同研究申請
システムを内製開発した．
共同研究申請システムによって，申請データを蓄積
することができるようになった．本データに進捗状況
のステータスを付与して管理することで，「共同研究
受入判定中」や「共同研究契約書作成中」などの契約
処理の進捗状況を把握することができ，処理の遅延に
気づくことが可能になる．また，企業側に契約処理の
進捗状況を可視化することで，企業に対する説明責任
を果たし，企業側の不安を軽減することで問い合わせ
件数の減少が期待される．
香川大学では，内製開発した業務システムをソリ
ューションカタログサイト [5] に掲載している．今後
はデータを活用したサービスの拡充を進めるととも
に，本システムを外部向けに公開することで他組織で
も利用できるものにし，他大学の業務課題の解決にも
貢献したい．
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